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令和６年度第２回神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進審議会 議事録 

 

日時：令和７年３月 24日（月）10時 00分～12時 00分 

会場：神奈川県新庁舎９階 議会第８会議室 

 

１ 開会 

２ あいさつ 

３ 報告事項 

(1) 令和６年度神奈川県中小企業・小規模企業経営課題等把握事業結果（素案）について 

４ 審議事項 

(1) 神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進計画の改定について 

 

 

１ 開会 

  （事務局より、開会及び審議会の成立を報告） 

 

２ あいさつ 

  （中小企業部長よりあいさつ） 

 

３ 報告事項 

(1) 令和６年度神奈川県中小企業・小規模企業経営課題等把握事業結果（素案）について 

 

○ 佐々会長 

それでは、令和６年度第２回神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進審議会を進めさせていた

だきたいと思います。 

まず、次第にございます、３報告事項(1) 令和６年度神奈川県中小企業・小規模企業経営課題等

把握事業結果（素案）について、ご説明よろしくお願いいたします。 

 

○ 事務局 

（事務局より、報告事項(1)について、資料１を用いて説明） 

 

○ 佐々会長 

それでは、ただいまの報告事項について、何か質問や確認しておきたいことがございましたらよ

ろしくお願いいたします。 

 

○ 星野委員 

 昨今随分と金利が上がってきておりまして、借入する際に金利が上がってきているということが

仲間からよく上がってきていますが、そのあたりがアンケートの結果に出ているか知りたいと思い
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ました。借り入れ状況がどうなのか、苦しいのか、そういうことも含めてお話しいただければと思

います。 

 

○ 事務局（中小企業支援課） 

 お手元の資料をご覧いただきますと、借入に関する状況の設問というのはこの経営課題把握調査

の中では盛り込めておりません。 

 

○ 星野委員 

昨今、中小企業はそこが厳しくなっているところもあるので、そのあたりが皆さんの状況がどう

なのかなと実態を知っていただける形がいいかなと思いました。 

 

○ 事務局（金融課） 

 金融課では、毎年、神奈川産業振興センターの調査に合わせて、融資の受けやすさというところ

も把握をしているところでございます。平成 11年頃からかなり長期的に調査をしているものですが、

コロナのゼロゼロ融資の頃が借りやすいということで若干上がっては来ているものの、それほど、

今の段階では融資を受けにくいというところも含めて受けにくいという数値にはなっておりません。

ただ、最後の調査が今年に入ってになっておりまして、その調査結果が集計が終わっていないとこ

ろが、まさに金利上昇しているところですので、そこの結果次第では借りにくくなっているという

結果が出る可能性もあるというふうにとらえているところでございます。 

 

○ 星野委員 

 ありがとうございます。金利が上がっているので、中小企業もすごく苦労されていると思うんで

すね。そういった意味の助成というか補助金というかそういうスタンスができると神奈川の中でも

そういう補助金を使う中小企業が多くなる可能性もあるかなと思いまして、この中になかったので、

いったいどうなのかなと思って質問させていただきました。 

 

○ 二神副会長 

 アンケート調査、大変詳しく報告していただき、とても興味深く素晴らしいと思いました。あり

がとうございます。今ご報告にもあったように、どの中小企業も、経営課題として挙がっている人

材確保や採用、人材育成の問題というのが大きいというのが、全体でいうと半数近くの企業がそう

いうふうに考えている、あらゆる業種、どの規模においても、さらに比率が上がっているのが、大変

深刻だなとあらためて実感しました。それにもかかわらず、この報告を見ると、専門人材が不足し

ているだとか、人材育成などの時間的な余裕がないということなども、やはり人材育成や確保とい

うのは長期的な視点で人を育てるということなので、そういった意味で長期的な問題解決というの

が望まれているというのが、感想として思いました。この中でもリスキリングは国を挙げても重要

視している問題だと思います。日本企業全体でも、昨年ちょうど帝国データバンクで調査があった

と思いますが、５社に１社くらいがリスキリングを重要だと考えていますが、半分くらいの企業が

今回の調査結果と同じように、時間がないとか、そういう人材がいないとかということで、なかな
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かできていないということです。今回この調査結果の中では、具体的にどうやっているかというこ

とで、リスキリングを進めているということに助成金のことが書かれていて、Ｑ19 にあるんですけ

ども、こちらのことを具体的にお伺いしたいところです。教育訓練給付金のような形でやっている

のかと思うのですけども、具体的にどういうところで中小企業の人材育成をされているのか、例え

ば大学の連携とか、地域のセミナーとかやっているのか、そのあたりが具体的にどうされているの

か興味があるので、もしわかればと存じます。私の大学でも、社会人向けの教育だとか、専門職大学

院も、ＭＢＡをとらせるとかで地域の中小企業の方も来られているんですけども、実際それが役に

立っているのかとか、自分が知っていることもあるんですが、そういう実際の声を伺いたいなと存

じます。もしお分かりになれば教えていただきたいなと思います。リスキリングの助成金の内容、

どういうふうに中小企業の方は進めているのかお伺いします。 

 

○ 事務局（産業人材課） 

 今お話しいただきましたリスキリング事業ですが、当課が今年度リスキリング事業としまして企

業の経営者層の方向け等に、オンデマンド型で学ぶ講座を事業として立ち上げまして、300名の方が

無償でいろんな講座を学ぶ事業を今年度から事業として展開させていただいております。引き続き

来年度も事業を計画しています。企業の数ではなくて、全体の受講者の数を 300 名から増やした形

で、来年度の事業を計画しております。リスキリング事業とは別に、神奈川県が設置している職業

技術校・産業技術短期大学校というところがありまして、そちらの方でも在職者向けに、スキルア

ップセミナーというのを行っておりまして、有料になるんですけども、企業の皆様がリスキリング

という形でセミナーを受講される企業さんもおります。そのセミナーを受講された場合に、今助成

金の話がありましたけども、人材開発支援助成金とか、労働局の方から支援が受けられる助成金が

ありますので、その助成金を活用される企業さんもいると聞いております。労働局が把握されてい

ることなので、どのくらいの数の方が助成金を活用されているかは情報を得ていないんですけども、

活用できるような仕組みとなっております。 

 

○ 二神副会長 

 オンデマンド型の講座は素晴らしいなと思って、初めて伺ったんですけども、現場で使えるよう

なスキルの話なのか、比較的業態全体で通じるような一般的な話なのか、どのようなものでしょう

か。 

 

○ 事務局（産業人材課） 

具体的に言いますと、Udemyというオンデマンド型の講座がありまして、そこに何万件という講座

がアップロードされておりまして、自社の経営課題にあった、受講を希望するセミナーを選んで受

講するという形になっておりまして、広く全般にという形で対応できる形になっておりまして、現

場の職員とか、細かい機械の使い方とかには対応していないんですけども、広く全般にというイメ

ージで思っていただければと思います。 
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○ 遠藤委員 

 26ページと 28ページの転嫁のところについてなんですけども、原材料・エネルギー費の価格転嫁

ができているのが 69％で、労務費が 63％ということで、結構労務費も転嫁できているように見えま

して、このあたりをどうとらえているのかという解釈を教えていただきたいのと、26ページと 28ペ

ージの円グラフの中に、そもそも原材料・エネルギー費が増加していないとか労務費が増加してい

ないというサンプルが入っていて、これに関しては除外してもいいんじゃないかなと。エネルギー

価格とか原材料費が上がった中で見るほうが適切と思いますが、その点に関してはいかがでござい

ましょうか。 

 

○ 事務局（中小企業支援課） 

 私も結果を見たときに、労務費がなかなか進まないと言われている中で、意外に、この結果では

差は割と僅差にとどまったなという感想で受け止めています。見比べたときに９割 10割しっかりで

きているという企業については、それが原材料・エネルギー価格だろうと労務費だろうと、しっか

り転嫁できていると。多少なりとも転嫁できているという、１～３割程度のところ、ここも同じく

らいなんですね。８割から６割という中間層のところで違ってきておりまして、ここが微妙ではあ

るけども差が出ている。やはりエネルギー・原材料は割合と価格転嫁できている企業であっても、

労務費に関してはそこが下がるのかなという受け止めでございます。 

 ２点目に関してはおっしゃるとおりです。こちらに関しては次回の設問で精査するようにいたし

ます。ありがとうございます。 

 

○ 道添委員 

 私も価格転嫁のところで少しお伺いしたいことがあるんですけども、この結果と私が日頃取材を

する中で生で聞いている声とで、ちょっと、あれって思うところがあってのことなんですが、26 ペ

ージと 28ページのところで、多少なりとも転嫁ができている１～３割程度だったりとか、４～６割

程度の価格転嫁について、たとえばその他のコメントで、一部だけだと不十分ですとか、そういっ

たコメントはあったりしますでしょうか。というのも、十分に価格転嫁できているという場合につ

いては、それが人件費だったりとか次の投資の原資になるということで、十分に価格転嫁できて満

足できているケースも多いんですけども、「価格転嫁が一部はできているんです、でもこれじゃやっ

てないのと同じなんです」という声を結構聞くことも多くて、そういったアンケートの中にあった

のかどうだったのかお伺いしたいなと思って、ご質問させていただきました。 

 

○ 事務局（中小企業支援課） 

 自分が承知している限りで、おっしゃるような記載はなかったと思います。 

 

○ 水野委員 

 価格転嫁や賃上げにしても、中小企業の立ち位置で出来る・出来ないの開きがあると思われます。

大手からの元請だったら価格交渉も十分できるし、それに対して賃上げも可能と思われますが、こ

れが２次請け・３次請け・その下の階層ですと、そうした話は届かないので、構造的問題も今後の課
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題として留意が必要と思われます。あともう一点ですが、アンケートから出てきたものとして、人

材不足は、少子化は進行していますし、高齢の方はリタイアする時期に入っていると思うので、国

内での人材獲得の競争をするしかない、外国人材に頼って企業の幅というものを少なくとも縮小は

しないという方向に持っていかざるを得ないと思います。県の方でも、来年度、外国人材に対して

積極的なアプローチを始めると伺いました。中期的に、どれくらいの人材が不足する見込みがある

かというのを、アンケート調査を取っていただいて、県や３セクと協働する形で人材不足のフォロ

ーアップを行っていくかご検討頂ければと思います。賃上げはもしかしたら経済状況等で停滞があ

るかもしれないですけど、人材不足は止まらないと思うので、長い目で見て施策をどうしていくか、

官民でのトライ含めてお願いします。 

 

○ 事務局（中小企業支援課） 

 価格転嫁ですが、２次請け・３次請けではできている状況ではないというお話がありましたが、

中小企業庁のフォローアップ調査でも、２次請け・３次請けと、取引階層が深くなるにつれて価格

転嫁の割合が落ちていくという結果も示されています。我々も同じくそこは課題だと認識しており

まして、なかなか一自治体としては有効な手というのは打ちにくいんですけども、国と一緒になっ

てやっていくということで、きちんと要望として提示していこうということで、検討しているとこ

ろです。 

 

○ 事務局（雇用労政課） 

 人手不足の関係ですが、確かに今、生産年齢人口が今後減っていく中で、供給面でも様々な取組

を行っております。例えば、潜在的労働力としては、女性の方々や高齢者の方々、外国人の方々など

いらっしゃいますが、多様な人材の活躍支援ということでのかながわ若者就職支援センターやシニ

アジョブスタイルかながわや就職支援など、人手不足対策ということでミスマッチ解消のための

様々なセミナーなどの開催を行う予定です、また、副業・兼業という観点からも、来年度から予算を

付けて行っていく予定です。もう一つが外国人材の確保でありますけども、一番後ろに資料を一枚

付けていますが、神奈川産業振興センターの方でワンストップ相談窓口、「かながわ外国人材活用支

援ステーション」、こちらで人手不足の解消に向け、中小企業の方に対する相談窓口を設置しまして、

支援をしていくということで、裏面の方にもありますけども、マッチング支援やインターンシップ・

奨励金やセミナーなど、そういったことを来年度から行っていきたいと思っています。 

 

○ 佐々会長 

 さて、それではよろしいでしょうか。価格転嫁の問題は、Ｑの７と８をクロスしたらどうなのか

なと。というのは、価格転嫁できるところとできないところに分かれているというのを感じました。

できるところはエネルギー費であっても労務費であってもどちらも価格転嫁できる、できないとこ

ろはどっちもできないというような、そういう傾向にあるのかなということを感じました。 

それでは、報告事項についてはここまでとさせていただきまして、審議事項に入らせていただけ

ればと思います。 

次第の、４の審議事項(1)神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進計画の改定について、委員の
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皆様からぜひご意見をいただきたいと思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

それでは、こちらに関しまして、ご説明よろしくお願いいたします。 

 

○ 事務局 

 （事務局より、審議事項(1)神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進計画の改定について、資料

２を用いて説明） 

 

○ 佐々会長 

それでは、ただいまご説明いただきました、神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進計画の改

定について、ご意見をいただければと思っております。ご説明の中にもありました通り、また、今後

のスケジュールを見ていただきますと、次回の審議会が 2025年度になりまして、骨子案とあります

とおり、改定案作成に向けた審議を次回行いたいと考えています。本日は、いろいろな立場で中小

企業の支援に関わっていただいている委員の皆様にお集まりいただいておりますので、それぞれの

立場から、皆様全員からコメントをいただければと思います。様々な立場のご意見やご要望、今ま

さに現場はどうなっているのかも踏まえて改定案づくりを進めていければと思いますので、ご意見

まとまりましたら、ご発言よろしくお願いいたします。 

 

○ 小泉委員 

 確認なんですが、この計画の期間は令和８年度から何年間を想定されていますでしょうか。 

 

○ 事務局（中小企業支援課） 

 今回の改定では、現行計画は７年間という期間で行っておりますが、７年というとその間に色々

なことがございました。その期間が妥当なのかというのも含め委員の皆様にはご意見を頂戴できれ

ばと思っております。今時点において事務局から何か目安を示すようなことは考えておりません。 

 

○ 小泉委員 

 資料２の、一枚めくって重点的な取組というところがあると思いますが、おそらく中小企業基本

法ということなので、神奈川県における社会的・経済的・自然的諸条件という中で、この重点施策の

特に重点的にやっていこうという項目がございましたら教えていただければと思います。 

 

○ 事務局（中小企業支援課） 

 むしろそこも事務局として県としてこれを重点的に進めていきたいというのではなく、今回の審

議会では、これが重要なんじゃないかというのを委員のみなさまからご意見を頂ければと考えてい

ます。 

 

○ 佐々会長 

 いろいろなご意見をいただいたうえで次年度の改定案作りを進めていきたいということがござい

ますので、これが大切だ、ということをご教示いただければと思っております。 
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○ 道添委員 

 先ほどから申し訳ないが、取材の中で聞いた生の声ということで、ちょっとお伝えさせていただ

いて、今後の参考にしていただければと思います。令和６年度の補正予算や来年度の予算で、国が

様々な中小企業向けの支援施策を出してきています。その中で、取材しているときに、皆さんどう

思っていらっしゃるのかということで聞いたりですとか、あとは特に自発的にそういった補助金を

活用されている企業さんと今月勉強会を有志で行ったりしてきた中で聞いた声です。 

中小企業庁が出している100億宣言、こちらは新しいメッセージになってきているかと思います。

100 億円売上を目指して頑張っていこう、ただ、対象にのってくるには、現時点で売上高が 10 億円

以上 100 億円未満の企業ですよ、そういった企業に対していろんなことをやっていきますよと。そ

のお話を聞いたときに、企業さんとしては、いろんな捉え方があるんですけども、10 億円というと

なかなか難しい、果たして中小企業向け施策なんだろうかと、そういったところもあります。一方

で、事業再構築補助金がコロナ収束したということで終わりまして、中小企業新事業進出補助金が

出てきました。皆さんなんとかして取り組んでいきたいという声も聞いてるんですけども、ここで

ちらほら聞くのは、コロナのときに事業再構築補助金の神奈川県版があったように、今回も何か県

としてのメッセージを考えているのではないかという声も耳にします。 

 もう一点としては、ちょっと前回、質問事項の中で、相談先、どういった経営課題をどこにしてま

すかということで、もしよろしければ質問項目にご検討くださいとお伝えしたところで、今回、税

理士や会計士に対する相談が多かった、一方で、数字だけで見ると、支援機関についてはちょっと

数字が低かったように思うんですね。そういったときに、皆さんの声を聞いていても、接点として

はあるけども、実際の相談はしているかというと、していないところも多かったりして、その理由

を聞いてみますと、実際の顔が見えている関係性はあるけども、実際我々がどういう経営をしてい

るか、リアルなところでは理解していないかなと。たとえば支援機関の人材に対して変わりゆく経

営環境の中で経営者たちが直面していることに対して、細かくではなくて概要だけでも補正するよ

うな、支援機関の人材を育成するような、そういったことも必要なのではないかというのも声とし

て聞いています。 

 この２点ほど、生の声としてお伝えさせていただきました。 

 

○ 二神副会長  

 先ほどのアンケート調査でも結果として、専門人材が不足しているという中小企業の割合が半分

くらいという結果があったと思いますが、中柱の３の専門人材の確保・育成で見ると、神奈川県の

指標の取り方が、プロ人材活用センターマッチング件数だが、達成率が 110％になっている。なんと

なく、中小企業のアンケート調査の実感と違うのかなと存じます。やはり、各企業は不足している

という感じがある。可能であれば、神奈川県の事業でやっているリスキリングに参加して、専門人

材の不足がどのように解消されたとか、職業訓練技術校の在職者訓練がどのように成果に結びつい

たか等、多面的な指標を使った KPIの方が実態に即しているのではないかと存じます。 

二点目として、中柱２のダイバーシティについて、ここでの KPI の取り方が、若者と中高年の方

の就業支援がどれだけマッチングしたかという指標だが、やはりダイバーシティといっているから



8 

 

には、先ほどから意見があった外国人材や女性や障がい者等の就業支援、先ほど頂いたチラシにあ

るかながわ外国人材支援のステーションが、就業支援にどうマッチングしたのかという指標も複合

的に入れたほうが良いのではないかと存じます。 

 

○ 星野委員 

例えば、県から出す事業の受注を、県内企業がどのくらい受注しているのかという指標がない。

他県の中小企業活性化条例ではそういったものがあり、受注が拡大をしているかが見えるようにな

っている。例えば、何事業が拡大しているのかというものも分かるようになると、中小企業が県の

どこに働きかければいいのかがわかり安くなる。例えば、助成金の中の、この企業に助成金の対象

のものをお願いすると、それが成立するという認定制度があるようなので、そういった認定制度が

狭い中でやっているような、クローズなのかオープンになっているのかそのあたりが気になる。例

えば、助成金を支援する認定企業がどのように決まっているのか、その辺の明確さを出していただ

けると、中小企業がチャレンジすることに繋がるのではないか。その辺が、この中にうたわれてい

ないので、そういった企業支援をどういう風に受けたらいいのか、この状態だと見えにくい。県内

受注の拡大がどのくらいあるのか気になる。今、県内の中小企業に向けて仕事をあっせんしている

のか。中小企業は仕事が無くて困っているところもあるので、その辺を見える化すると違ってくる。 

 

○ 佐々会長 

このあたりの現状はわかりますか。 

 

○ 中小企業部長 

県内企業の受注というのは、統計的に見たことはない。当然、県として、県内企業への支援という

中で、県内発注を進めていかなくてはならない。例えば補助金の申請条件や、企業誘致の中でも県

内発注を要請している所もある。見える化できないかというところは検討させていただく。 

 

○ 西岡委員 

前回の提案を受けて、早速、労務費とエネルギー・原材料の価格転嫁の差についてアンケートを

実施いただきありがとうございました。私の感覚としても、思った程の差はないという感じである。

少し時間がたって、労務費の転嫁も浸透してきたという考え方もできる。労働組合の立場で参加し

ているので、大きな課題というところで共有させていただくと、昨今の大きな額の賃上げが進んで

いくと、大手と中小の差が出てくる。それまで、ほぼベースアップできない時代は、少しずつ詰まっ

てきたところもあったが、大きな額の賃上げには、中小が全くついていけない。要求としては、連合

としては１％上乗せで出してその差を縮めるという方針は出しているが、実際はそうはならない。

私たち労働組合としてどうやって行くか大きな課題になっている。大きな差が開いていくことの解

消に向けて、お知恵を出していただきたい。 

○ 水野委員 

これから、令和 8 年度からの計画を策定するということですが、経済動向をどう捉えるかが重要

と思われます。米国の保護主義的政策、例えば、２５％関税という話になると、県内製造業に与える
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影響は相当深刻と想定され、経済動向をどう捉えるかにより違ってくる。また東アジア含めた地政

学リスクも経済動向にはかなりインパクトがあると思われます。今回、来年度で終わる計画も、パ

ンデミックという部分で大分変わってきている。弊社も、コロナ禍を受けて、テレワークが推進さ

れたなど、大きな変化があった。経済や社会の変化によって、全く違った景色が訪れるということ

もという前提にして、計画変更も躊躇なく見据えていただければ活性化議論が深まると思われます。 

また、経済動向の動きと共に、技術革新があまりに速過ぎる。７年前だと DX（デジタルトランス

フォーメーション）も浸透はしていないと思うが、今は、AIが入ってきている。２年前までは AIも

模索段階であったが、２年間経過すると、経営革新の一つのツールとして浸透し始めています。  

それだけ技術革新が激しい。大企業はそういったものを当然取り入れられると思うが、中小企業も

技術革新に追随できるかという視点を入れていただけると、活性化の議論なり、協働の仕方という

ものが見えるのかなと思う。トレンドを追いかけていくと、技術のスピードはより加速していくと

思う。中小企業が人手不足の解消で、IT を含めて生産性は上がると思うが、どのように入れていけ

ばいいのかというのは分からず手探りかと思う。新しい技術に対して中小がどう向き合っていくの

かというのは、一つ指標として入れていただきたい。また、働き方改革が急速に進んでいます。経営

視点だと、労働時間の管理や残業規制を行い、賃上げ等も必須です。顧客の要望に１００％応えら

れる生産性の仕組みを日々考えていかないと追いついていかない。働き方改革を国の指針に対して

中小企業がどのくらい取り入れられることができるのか。すぐに１００入れるのは相当困難と思う。

少子化の流れで、育児休業、また高齢化社会においては介護休業も必要と理解できるが、国のトレ

ンドに従って中小がどれだけ追随できているのかというのも検証をお願いしたい。 

 

○ 佐々会長 

今の話を伺って、経済動向は次の改定の時によく考えなくてはならないと思う。先の読めない状

況になっている。経済の動向だけでなく、地政学の問題、政治の動向など、非常に不安定な時代にな

っている。冒頭にあった７年の問題もこれに関わってきて、７年先はわからないというのが率直な

ところ。７年でいいのか、具体的に５年や３年でいいのかという数字の話は難しいが、ちょっとそ

ういう状況になったかなと思う。ご指摘にあったとおり柔軟にある程度やっていくというやり方が

あるのかなと思った。DXや AIなどの技術の問題も、技術支援というと製造業という話だったが、DX

と AIは違って、小売り、サービス、観光、商店街にも関わる問題になっている。技術に関する、い

わゆる技術支援の問題も、これまでとは視点を変えたものにする必要があるのかなと思いました。

働き方改革については西岡委員の意見をお伺いしたい。 

 

○ 西岡委員 

実際にそれがどうなっているのかというのは調査していないためわかりませんが、世の中として

は残業時間を減らして、自分の時間を増やすという流れになっているかと思うが、今、そこを取り

上げてやっていることはないのでコメントは控えます。 

 

○ 藤田委員 

計画改定の視点のところで、工芸ＥＸＰＯというところ、伝統工芸は小さい町の中で行われている
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ことなので、町全体のことに関わっていることだと思う。単に工芸士だけでなく、その町に関わっ

ている人の話。例えば、寄木細工であれば、木材を育てることから関わってくることであり、町全体

に関わってくる話。これは、町全体、県全体でやっていかないと伝統工芸が廃れていくということ

もあるが、大きな町ではない小さな町が生き残っていく方法というものに将来つながっていくと思

う。人材不足や事業承継もすべてここに関わってくる。それに携わる者が、都市部以外のところに

すごく多いと思う。都市部以外が過疎化していなくなっていく状態だが、そういったことに歯止め

をかけるためにも、雇用はやっていかなければならないと思いました。期待するものでございます。 

事業継承が一番、こちらのデータにもあったが、商売をやる気がないというところが比較的多く

驚いた。小さい商店、小さい建築業者が辞めちゃうという話に関わってくると思うので、都市部じ

ゃない地域が関わってくると思うので、この辺是非力を入れてやっていただきたい。伝統工芸だけ

じゃなくて、地域を含めて、なにか数値的なものが出てくると進みやすいと思う。関係する企業、町

の商店さん、伝統工芸品を売っているようなところや、若い方を取り込むのであれば、伝統工芸品

を使って新しいものを開発していくとか、世界に売り込んでいくことを、若い方がしていくという

のが出てくることを期待している。 

 

○ 斎木委員 

現行計画の概要の数値目標で開業率が引き続きある。情報提供ですが、年間に何回か無料相談会

をやっており、１月にやったところ、１日に３０件の相談があった。色々な相談があり、個人の事業

の立ち上げや、新規事業をやりたい方、海外の子会社など色々な相談があった。広告も女性にアプ

ローチをしたことで、いつもと違い半数は女性の相談がありました。女性の方が事業計画を持って

きて相談されるなど、非常に関心が高かった。年齢も若い方もいて、お話を聞くと、起業意欲や企業

内での副業や兼業もあった。１４ページにあるように、開業というのが、企業の設立になっている

が、ここにもあるように企業の設立以外にもう少し広げた指標があればというのがあると良いと思

う。必要があれば協力していく。特に、名前は出さないが、県外の地域でやっているが補助金が少な

いから、こっちはどうかと、新規でやっている方もいれば、エリアを探している方もいる。そういっ

た意味では、神奈川での起業や神奈川でビジネスする面白さなどのメリットを出せれば良いかと思

う。  

もう一つ、先ほど水野委員が仰ってたが、介護の問題はすごく多い。私たちは診断士なので、介護

の話がいきなり来るというよりは、介護離職で人手が不足しているという話の中で、生産性の向上

が私どもの仕事なので、どれだけ生産性を向上させてより少ない人数で出来るようにするかという

話が多い。社労士の方と話しをしていても、企業から社労士への依頼は、介護の両立支援というこ

とが旬のようである。介護と両立させるための制度は社労士が作り、少ない人数で効率よくという

生産性支援は診断士がやっており、介護の話は大きいと思う。５９ページに「かながわサポートケ

ア企業」の認証という話があり素晴らしいと思うので、より介護という課題、時間的な余裕や在宅

を増やせば解決できるというところもあると思うので、そのあたりに課題感を持っている。 

 

○ 遠藤委員 

基本理念に関わる話かと思いますが、改めて県内の産業構造の把握と、今後の産業構造のビジョ
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ンを示していいと思う。というのも、県内の場合も、やはり製造業の付加価値額や従業者数が多い

ということがあるが、近年はやはりインバウンドの拡大で宿泊業の拡大もみられている中で、業種

が違えば取るべき対応も変わってくると思うので、改めて産業構造の変化を丹念に追ってみる必要

があると思う。 

数値目標に関しても、変えることができないかもしれないが、開業率や黒字企業の割合が目標に

対して下回っているというところで、検証等も必要かもしれない。そもそも雇用保険事業年報で計

算する開業率は、統計的に見てこれでいいのかというところもある。もっとオーソドックスに、例

えば日銀の横浜支店が出している中小企業の設備投資の伸びや、同じく短観にある売上高の伸びを

使っていく方向性もあるのではないか。それと関わってくるが、そもそもなぜ数値目標を考えなく

ちゃいけないかというときに重点的な取組や基本方向が数値目標に繋がっていくことが大切かと思

う。先ほどから、人手不足や価格転嫁の話が出ているので、重点的な取組や基本方向に、人手不足で

あれば、女性や外国人の働き手をいかに増やしていくのかという視点が入っていてもよいと思う。

また、生産性はいろんな種類があり、いわゆる実質の物的生産性みたいなものについては、機械投

資をしたり教育訓練を施していくことが必要だが、きちんとした値付けを行うということ自体も付

加価値生産性の向上に資するという点で、価格転嫁の視点が入ってもいいのではないか。方向性と

か重点的な取組に人手不足や価格転嫁も織り込んでいただければと思いました。 

 

○ 小泉委員 

先ほど、計画期間は今後決めていくというお話もあったが、１～６に書いてある重点的な取組は、

一律に何年でできるというのは、同じではないのかなと思う。１番は中長期的にやるもので、２～

６は、割と３か年程度にやるものも含まれていると感じている。一律で期間を定めるというのでは

なく、ゴールを定めて、この計画はどこまでやって行こうというのでも良い。相模原市は中小が多

い。国は中堅企業等のサポートを始めていますが、小規模事業者から中小企業者に格上げになるな

ど底辺のところの支援が非常に重要なのかなと思います。 

 

○ 佐々会長 

なにか追加でというのはありますでしょうか。よろしいでしょうか。 

今まで、ご意見を伺ってきた話と、私が日ごろ中小企業の経営者とかかわる中で先ず言われるの

が、「まだ就職の決まっていない学生さんいないか？」という話になる。会うとそういうお話になる。

相当大変な状況にあるのかなと感じている。人手が足りないので、新卒の初任給を３万円上げても

集まらないというような話もある。私の大学は商学部だけだが、建設業の方から経営の仕事をする

ための会社の業務をする人が足りていないので、学生さんがいたら照会してくれないかという話を

伺っている。そういう話を聞くと、確かに専門人材も重要ということもあるが、そもそも次の時代

の会社を支えていく人材の採用にもかなり苦労している。バブルの時と状況が違い、少子化が進み、

大学もそうだが、どんどん人が減っている。そうすると、人材の問題というのは、これから７年考え

ていくときに、遠藤委員からもありましたが、人材の問題は、重点施策のトップになるのかと思う。

専門人材だけでなく、会社の運営を担える人材をどうしていくのかという問題になると思う。 

人の問題というのは、先ほど、藤田委員からもあったが、商店街の人と関わっていると、これから
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数年が恐い状態にある。後を継がせないとか、自分の代で廃業するというのが、とても多い。その

方々が７０代の後半になっている。８０代になって辞めたら、空き店舗が広がってしまうというこ

とがあり、その点のところも考えていかないといけない。 

あと、実は私も考え方が変わってきたが、開業率が高まっていないということが良く言われる。

日本は長寿企業が世界的に多い。それを考えてみると、日本の文化や日本の社会の仕組みを考えて

みると、長く続いている企業は時代に合わせて形を変えている。ある意味そういう形で時代の変化

に対応していくのが、日本的文化・価値観なのかなと考えている。開業して、新しい技術を取り入れ

てベンチャー的にやっていくという西洋型とは違う、日本型のイノベーションがあるのかなと思っ

ている。だから開業率は低いが長寿企業が多く、１００年単位で生き残っている会社がいるのはそ

ういうとこにあると思う。彼らは、漫然と同じことをやっているわけではない。そういう所も日本

的なイノベーションということで、そこにどういう支援をしていくのかということを考えて良いの

かなと考えている。 

さて、それではよろしいでしょうか。色々な意見をいただいたので、次回５月に２０２５年度に

行う計画改定に向けてまたご検討頂くのかなと思います。 

それでは、本日の議事はこれで終了ということです。本当に皆様ありがとうございました。 

それでは進行を事務局の方にお願いいたします。 

 

○ 事務局 

佐々会長、委員の皆様、本日は忙しい中、たいへん色々な意見をいただきありがとうございまし

た。 

次回の審議会については、５月の開催を予定しております。 

本日、委員の皆様からいただいた意見を踏まえて、次回の審議会では骨子案ということで、もう

少し議論を深めたものをお示ししたいと思います。 

また日程の方は、改めて事務局から調整させていただきます。それでは長時間にわたりご審議い

ただきありがとうございました。これをもちまして、令和６年度第２回神奈川県中小企業小規模企

業活性化推進審議会を終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

 


